
 PB⿊字化の実現には、国と地⽅が基調を合わせて取り組むことが必要
 今後、⾼齢化に伴う社会保障費の急増が⾒込まれ、国の制度に基づい
て義務的に⽣ずる地⽅負担がますます増加するなど財政需要が増加

 地⽅⾃治体が、⾏政サービスを安定的に提供し、直⾯する⾏政課題に
対応するためには、予⾒可能性を持った財政運営を⾏えることが不可⽋。
これらの財政需要を適切に地⽅財政計画に計上し、義務的な地⽅負担
に対応できるよう配慮した上で、⼀般財源総額を安定的に確保すべき

地⽅⼀般財源総額の確保等

どのような地域であっても、
どの時代に⽣まれても、
住⺠に安⼼と安全、幸せをもたらし、
活⼒溢れる持続可能な地域

地⽅税財政改⾰の⽅向

⽬指すべき地域の姿 ⽬指すべき地⽅財政の姿
＜持続可能な地⽅税財政基盤の構築＞
➢ ⾃由に使える⼀般財源総額の確保
➢ 偏在性が⼩さく税収が安定的な地⽅税体系
➢ 地⽅交付税の機能の適切な発揮

感染症を乗り越えて活力ある地域社会を実現するための地方税財政改革についての意見（概要）
地⽅財政審議会
令和3年5⽉21⽇

＜地⽅財政の健全化＞
臨時財政対策債に依存せず、巨額の債務に圧迫されない姿
⇒（歳⼊⾯）地域経済の活性化による⾃主財源の増加
⇒（歳出⾯）⾏政サービスの重点化・効率化

新型コロナウイルス感染症の下での地⽅財政

地⽅財政の健全化に資する取組等

 財政マネジメント強化の観点から、総合的かつ計画的に、集約化・複合
化や⻑寿命化等の公共施設等の適正管理に取り組むことができるよう、
公共施設等適正管理事業債について延⻑する⽅向で検討すべき

 決算年度の翌年度までに財務書類等の作成・更新を⾏い、分析を通じ
て資産管理や予算編成に活⽤するなど地⽅財政の「⾒える化」を推進

 公営企業会計適⽤拡⼤による「⾒える化」、⽔道・下⽔道の広域化等を
推進するとともに、アドバイザー派遣により経営・財務マネジメントを強化

持続可能な地域社会に向けた取組
 デジタル化︓情報システムの標準化・共通化や⾏政⼿続のオンライン化、マイナンバーカードの更なる普及など地⽅⾃治体のDXを推進する必要
地⽅創⽣︓この機を捉まえ、地⽅への⼈の流れの創出・拡⼤等を通じて地⽅回帰を⽀援するとともに、今後も財源を確保して息⻑く取組を⽀援すべき
防災・減災︓緊急⾃然災害防⽌対策事業費等の対象事業の拡⼤・期間の延⻑等を踏まえ、防災・減災、国⼟強靱化対策に集中的に取り組むべき
地域医療︓公⽴病院は感染症患者の受け⼊れなど重要な役割。今後、感染症への対応の視点も含めた持続可能な地域医療提供体制の確保が必要

 厳しい財政の中､地⽅は感染症対策に懸命に取り組むとともに地域の経済・雇⽤対策を実施。財源⾯での⼼配なく取り組めるよう､必要な財政⽀援をすべき
特に､現在､地⽅は7⽉末までの希望する⾼齢者への2回のワクチン接種終了に向け尽⼒。実情を⼗分に踏まえ､必要な経費は広く国が全額負担する必要

 今後も感染症の影響による税収の動向や公営企業の資⾦繰り等を注視し、想定を超える⼤幅な減収が⽣ずる場合には、適切な対策を検討する必要
 感染症対応の財源や資⾦繰りとして、⻑期的視野を持って積み⽴ててきた基⾦を取り崩して機動的な財政運営を⾏うなど基⾦の意義を改めて認識


